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株主各位

法令及び定款に基づく
インターネット開示事項

当社は、第67回定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、
次の事項につきましては、法令及び当社定款第17条に基づき、インター
ネット上の当社ウェブサイト（http://www.glory.co.jp/ir/)に掲載する
ことにより株主の皆様に提供しております。

① 事業報告の「会社の体制及び方針」

② 連結計算書類の「連結注記表」

③ 計算書類の「個別注記表」



５．会社の体制及び方針
（1）取締役の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制その他業

務の適正を確保するための体制
当社が、「取締役の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体

制その他業務の適正を確保するための体制」について、取締役会において決議した
内容の概要は、次のとおりであります。

①取締役及び使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための
体制
ア．当社グループの「企業理念」は、「私たちは『求める心とみんなの力』を

結集し、セキュア（安心・確実）な社会の発展に貢献します」である。こ
の企業理念には、不屈の精神で製品開発に取り組み、社会の発展に貢献す
るとともに、持続的な企業の発展を目指すという思いが込められている。
この理念に基づき当社は、社会と共生し、すべてのステークホルダーの皆
様との信頼関係を築き上げるために、社長を始め全取締役が自らコンプラ
イアンス経営を実践するとともに、繰り返し使用人に伝え、法令及び社会
倫理の遵守が企業活動の前提であることを徹底する。

イ．取締役会は、法令・定款に基づき経営の重要事項を決定し、取締役の職務
の執行を監督する。

ウ．指名諮問委員会・報酬諮問委員会は、取締役会の審議機能サポート及び第
三者的なチェックを行い、役員及び執行役員の指名ならびに報酬額算定の
透明性を確保する。

エ．監査役は、定常的に取締役会に出席し、取締役の職務の執行が法令・定款
に適合することを確認する。

オ．社長を委員長とするコンプライアンス委員会は、社外有識者を含む構成と
し、当社グループのコンプライアンスに関する重要な問題を審議しその結
果を取締役会に報告する。また、取締役会は、コンプライアンス統括責任
者を取締役より任命し、コンプライアンス委員会事務局を中心に、施策の
企画・立案・実施ならびに監視・研修にあたらせる。

カ．コンプライアンス全般に関する相談窓口（ヘルプライン）として、①直属
の上司、②コンプライアンス委員会事務局、③職場相談員、④社外相談窓
口の４つを設置し、問題の早期発見・是正を図るとともに、内部相談規程
に基づき相談者の保護に努める。

キ．当社は、反社会的な勢力とは一切の関係を遮断し、どのような名目であっ
ても、いかなる利益供与も行わず、関係行政機関と密接に連携協力し、反
社会的勢力に対して毅然とした対応を行うことを「グローリー法令遵守規
範」において基本方針として規定する。また、総務部門は統括部署として
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統括責任者を設置し、各支店の担当者と連携協力する体勢を取る。総務部
門は、関係行政機関が主催する講習会等には平素から積極的に参加して情
報収集に努め、取締役及び使用人に対して適宜研修活動を行い、緊急時に
は顧問弁護士及び関係行政機関と連携して対応する。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
ア．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関し、文書管理規程に基

づき、保存対象文書、保存期間及び文書管理責任者を定め、情報の保存・
管理を行う。

イ．取締役及び監査役は、取締役会議事録を常時閲覧できるものとする。
ウ．情報の保存・管理の適切性を維持するため、情報セキュリティポリシー及

び関連する規則類を定め、運用する。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　 リスク管理委員会は、リスク管理規程及び危機管理規程に基づき、リスク

管理マニュアル及び危機管理マニュアルを規定し、選定されたリスクの項
目ごとに主管部門、責任者を定め、リスクに関する予防措置を実施する。
また、危機発生時に迅速に対応できる体制を確保する。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ア．取締役会は、毎月１回の定例取締役会及び適宜臨時取締役会を開催し、経

営の基本方針、その他重要事項に関して的確な意思決定を行うとともに、
取締役の職務の執行状況を監督する。

イ．監査役は、取締役会決議に基づいて整備された「取締役の職務の執行が効
率的に行われることを確保するための体制」について、その内容ならびに
整備状況を監視し検証する。

ウ．執行役員制度を導入し、業務執行権限を執行役員に委譲することにより、
取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する。

エ．取締役及び使用人が共有する全社的な目標として『2014中期経営計画』
の中に「事業戦略」、「機能戦略」、「企業戦略」を定め、効率的な職務の執
行を推進する。

オ．各組織、階層における責任と権限を決裁権限規程に明記し、適時適切に業
務を執行する。
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⑤当社ならびにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため
の体制
ア．グループコンプライアンス担当役員は、子会社の役員及び使用人に啓蒙活

動を行い、法令、「グローリー法令遵守規範」及び各社社内規程の遵守・
徹底に努める。

イ．監査役は、グループ各社の監査役と定期的あるいは必要時に会合を持ち、
連結経営に対応したグループ全体の監視・監査が実効的かつ適正に実施で
きるよう、会計監査人及び監査部と緊密な連携を行う。

ウ．取締役会は、子会社の経営基本方針、利益計画の承認や四半期ごとの業
績・財務状況等の確認を行い、子会社の業務の適正化を図る。

エ．経営企画部は、各子会社を統括する適切な統治部門を定める。また、子会
社の事業活動に係る決裁権限を定め、これに基づく統制を行うとともに、
適切な子会社管理と指導を行う。統治部門は関係会社管理規程に基づき、
経営企画部と連携して子会社の経営管理を行う。

オ．財務報告書の作成過程において虚偽記載や誤謬等が生じないように、ＩＴ
利用による統制も含め実効性のある内部統制を行う。

カ．当社は、金融商品取引法が求める財務諸表の適正性を確保するため、内部
統制評価委員会を設置することで、関係部署間の連携を図り、内部統制シ
ステムを有効なものにする。また、監査役は、定期的に取締役及び使用人
から内部統制の構築運用状況について報告を受ける。

⑥監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使
用人に関する事項ならびにその使用人の取締役からの独立性に関する事項
ア．取締役会は、監査役の職務を補助するため、監査役と協議のうえ監査役の

求める知見を十分に有する専任の使用人を補助使用人として配置する。
イ．補助使用人は、監査役の指示に従いその職務を行うとともに、子会社の監

査役を兼務可能とする。
ウ．補助使用人の指揮権は、補助使用人の独立性を確保するため監査役が指定

する期間中は監査役に移譲され、取締役の指揮命令は受けない。
エ．補助使用人の任命・異動・人事権に係る事項の決定は、監査役の事前の同

意を得る。
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⑦取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関
する体制
ア．取締役及び使用人は、以下に定める事項につき、発見次第速やかに監査役

に対して報告を行う。
・当社グループに著しい損害を及ぼす事項、またはその恐れのある事項
・不正行為や重要な法令・定款違反行為を認知した場合、またはそのおそ
れのある場合

・社内外へ環境・安全・衛生または製造物責任に関する重大な被害を与え
たもの、またはそのおそれのあるもの

・企業行動指針、社員行動指針、社則等への違反で重大なもの
イ．監査役は、必要に応じて取締役及び使用人から報告または情報の提供を受

け、会議の資料や記録の閲覧等を行うことができ、取締役及び使用人は、
これに迅速・的確に対応する。

⑧その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ア．監査役は、独自の意見形成あるいは監査の実施のため、必要に応じて公認

会計士、弁護士、コンサルタントその他外部のアドバイザーを活用するこ
とができる。

イ．代表取締役は、監査役と定期的に会合を持ち、会社が対処すべき課題、会
社を取り巻くリスクの他、監査役監査の環境整備の状況、監査上の重要課
題について意見交換する。

ウ．監査役は、取締役会の他、取締役の重要な職務の執行を審議する会議に出
席することができる。
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（2）株式会社の支配に関する基本方針
①当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の概
要
当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務及び

事業の内容や当社の企業価値の源泉を十分に理解し、当社の企業価値・株主の
皆様の共同の利益を継続的に確保、向上させていくことを可能とする者である
必要があると考えております。
当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には

当社株主の皆様の判断に委ねられるべきものと考えており、また、当社は、当
社が発行者である株券等（以下「当社株券等」という。）の大量買付であって
も、当社の企業価値・株主共同の利益に資するものであれば、何らこれを否定
するものではありません。
しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値や株

主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上
強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大量買付の内
容等について検討し、あるいは、対象会社の取締役会が代替案を提案するため
の十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件より
も有利な条件をもたらすために買収者との協議・交渉を必要とするもの等、対
象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。
当社の経営にあたっては、当社の企業理念、企業価値・株主共同の利益とな

る取引先、地域社会、従業員等のステークホルダーとの間に築かれた関係等当
社の企業価値の源泉に対する十分な理解が不可欠であると考えております。
具体的には、企業価値の源泉は、（ｉ）長年研究開発を行ってきた成果であ

る通貨処理事業に欠かせない二つのコア技術（「メカトロ技術」及び「認識・
識別技術」）及びそれらに付随する様々な技術力、（ⅱ）世界各国の多様な市場
環境・通貨流通の仕組みに精通し、お客様のニーズにグローバルに柔軟に対応
し得るノウハウ、（ⅲ）国内のみならず海外諸国においても、製品の開発から
製造、販売、アフターサービスまで、グループ関連会社で一貫して行う事業体
制、（iv）当社企業理念を十分に理解し、高度な技術力、ノウハウを維持・発
展・伝承する従業員の存在、（v）上記（ｉ）から（ⅲ）の技術力、ノウハウ及
び事業体制を背景にお客様、取引先、地域社会等との間に築いてきた信頼関係
にあると考えており、これら当社の企業価値の源泉に対する理解は、今後当社
がさらに発展するために必要不可欠であります。
これらの当社企業価値の源泉に対する理解がないまま、当社株券等に対する

大量買付がなされた場合には、当社の企業価値・株主共同の利益が大きく毀損
されることとなります。当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益
に資さない大量買付を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する
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者として不適切であり、このような者による大量買付に対しては、必要かつ相
当な対抗措置を講じることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保す
る必要があると考えます。

②基本方針の実現に資する特別な取組み
当社グループは、創業100周年となる平成30年（2018年）に向けた『長期

ビジョン2018』と、そのビジョン実現のための３ヶ年の実行計画である
『2014中期経営計画』を策定し、「事業戦略」、「機能戦略」、「企業戦略」を柱
に各施策に取り組んでおります。
『長期ビジョン2018』及び『2014中期経営計画』の具体的内容について

は、「第67期 報告書」７頁～８頁に記載の（4）対処すべき課題をご参照くだ
さい。

③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支
配されることを防止するための取組み
当社は、前記①の基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事

業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みとして、「当社株券
等の大量買付行為に関する対応方針（買収防衛策）」の継続的導入につき、平
成22年６月25日開催の第64回定時株主総会においてご承認いただきました
（以下、継続的導入に係る対応方針を「現行プラン」という。）。
現行プランは、以下（ア）（イ）に定める当社株券等の買付その他これに類

似する行為またはその提案（以下「大量買付行為」という。）が行われる場合
に、大量買付行為を行おうとする者（以下「大量買付者」という。）に対し、
事前に当該買付に関する情報の提供を求め、それに応じるべきか否かを株主の
皆様が適切に判断をするために必要な情報や時間を確保するとともに、株主の
皆様のために大量買付者と交渉する機会を確保すること等を通じて、上記基本
方針に反し当社の企業価値・株主共同の利益を毀損する大量買付を抑止し、当
社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させることを目的としておりま
す。
（ア）当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％

以上となる買付その他の取得
（イ）当社が発行者である株券等について、公開買付けの後における株券等の

株券等所有割合及びその特別関係者の株券等所有割合の合計が20％以
上となる公開買付け

大量買付者には、大量買付行為に先立ち、当社取締役会に対して、買付内容
等の検討に必要な情報及び現行プランに定める手続を遵守する旨の誓約文言等
を記載した書面（以下「買付説明書」と総称する。）の提出を求めます。当社
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取締役会は、受領した買付説明書ならびに当社取締役会の意見、根拠書類及び
策定可能な場合は代替案を、当社の業務執行を行う経営陣から独立している社
外取締役、社外監査役または社外の有識者のいずれかに該当する者で構成され
る独立委員会に速やかに提供いたします。
独立委員会は、公正・客観的な立場で判断するために、大量買付者及び当社

取締役会双方からの情報を受領し、独立した第三者である専門家（弁護士、公
認会計士、ファイナンシャル・アドバイザー、コンサルタント、投資銀行、証
券会社等をいう。）の助言を得たうえで、大量買付行為の内容の検討、大量買
付者の提示する経営計画・事業計画と当社取締役会の提示する経営計画・事業
計画、代替案等に関する情報収集・比較検討等を行います。また、独立委員会
は、大量買付者から提出された買付説明書が不十分であると判断した場合に
は、大量買付者に対し、回答期限を定めたうえ、追加的に当社取締役会を通じ
て情報を提供するよう求めることがあります。この場合、大量買付者には、そ
の期限までに追加的情報を提供していただきます。
独立委員会は、現行プランに定める手続を遵守しない大量買付行為または当

社の企業価値・株主共同の利益を毀損するおそれのある大量買付行為など、現
行プランに定める要件のいずれかに該当し、新株予約権の無償割当てを実施す
ることが相当であると判断した場合には、当社取締役会に対して新株予約権の
無償割当てを実施すべき旨の勧告を行います。当社取締役会は、新株予約権の
無償割当ての実施に際しては上記勧告を最大限尊重して決議を行うものといた
しますが、当該新株予約権（以下「本新株予約権」という。）は、大量買付者
による権利行使が認められないという行使条件及び当社が大量買付者以外の者
から当社株式１株と引換えに新株予約権１個を取得することができる旨の取得
条項が付されたものであり、割当対象となる株主の皆様は、金１円を下限とし
当社株式１株の時価の２分の１相当額を上限とする範囲内で当社取締役会が決
定した金額を払い込むことにより行使し、普通株式１株の交付を受けることが
できます。また、独立委員会は、当該実施に関して予め株主の意思を確認する
べき旨の留保を付すこともできるものとします。
また、当社取締役会は、上記独立委員会における手続に加えて、（ａ）大量

買付者による大量買付行為の内容、時間的猶予等の諸般の事情を考慮のうえ、
当社株主の意思を確認することが実務上可能であり、かつ、法令及び当社取締
役の善管注意義務等に照らし適切であると判断する場合、または、（ｂ）独立
委員会が本新株予約権無償割当ての実施に関して株主の意思を確認するべき旨
の留保を付した勧告をした場合には、本新株予約権の無償割当ての実施に関す
る株主の意思を確認する株主総会（以下「株主意思確認総会」という。）を招
集することができるものとし、株主意思確認総会の開催を決定した場合は、実
務上可能な限り速やかに招集し、本新株予約権の無償割当ての実施に関して株
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主の意思が確認された場合には、本新株予約権無償割当てを実施することとし
ております。なお、本新株予約権の無償割当ての実施に関して、株主意思確認
総会での意思確認ができなかった場合、または独立委員会が不実施の勧告をし
た場合には、本新株予約権の無償割当ては実施いたしません。
現行プランの有効期間は、３年を超えないものとし、平成25年に開催され

る当社定時株主総会終結の時までとしております。ただし、有効期間の満了前
であっても、取締役会決議により現行プランを廃止することができます。ま
た、有効期間中であっても、現行プランを修正し、または変更する場合があり
ます。
当社は、現行プランの廃止または変更等がなされた場合には、当該廃止また

は変更等の事実及び（変更等の場合には）変更等の内容その他の事項につい
て、情報開示を速やかに行います。
なお、現行プランの導入後であっても、本新株予約権の無償割当てが実施さ

れていない場合には、株主の皆様に直接具体的な影響が生じることはありませ
ん。一方、現行プランが発動され、新株予約権の無償割当てが実施された場
合、本新株予約権の行使の手続を行わない株主が保有する株式は、他の株主の
本新株予約権の行使により、希釈化等の影響を受けることとなります。

④上記②・③に対する当社取締役会の判断及びその理由
当社取締役会は、前記②の各施策は当社の企業価値・株主共同の利益を継続

的かつ持続的に向上させるための具体的方策として策定したものであり、まさ
に基本方針の実現に資するものであると考えております。また、前記③の現行
プランは、その設計に際して以下の事項を考慮し、基本方針に沿い、当社の企
業価値・株主共同の利益に合致するものであり、当社の会社役員の地位の維持
を目的とするものではないと考えております。

Ａ．株主意思の重視
現行プランは、前述のとおり、有効期間は３年を超えないものとし、平成

25年に開催される当社定時株主総会終結の時までとして、平成22年６月25日
開催の第64回定時株主総会において承認されております。以降、有効期間が
満了し、当社取締役会が現行プランの更新を必要と判断しても、株主総会でご
賛同が得られなかった場合には廃止されることになります。
本新株予約権の無償割当ての実施に関し、独立委員会が株主の意思を確認す

べき旨の留保を付した勧告を行った場合、または当社取締役会が株主の意思を
確認することが適切であると判断した場合には、株主意思確認総会において確
認することができることとなっております。
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また、取締役の任期を１年としており、取締役の選任を通じて、株主の皆様
の意思を反映させることが可能となっております。

Ｂ．独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示
当社は、現行プランの導入に際して、当社取締役の恣意的判断を排除し、現

行プランを適正に運用するための機関として、独立委員会を設置しておりま
す。独立委員会は、当社の業務執行を行う経営陣から独立した社外取締役、社
外監査役、または当社取締役会が定める要件を満たす社外有識者のいずれかに
該当する者から当社取締役会が選任した者で構成されており、発動等の運用に
際しての実質的な判断は、独立委員会により行われることとされています。
また、その判断の概要については株主の皆様に情報開示をすることとされて

おり、当社の企業価値・株主共同の利益に適うように現行プランの透明な運営
が行われる仕組みが確保されております。

Ｃ．合理的な客観的要件の設定
現行プランは、合理的な客観的要件が充足されなければ発動されないように

設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを
確保しているものであります。

（ご参考）
なお、現行プランは本総会終結の時をもって失効するため、当社は、平成

25年５月10日開催の取締役会において、本総会における株主の皆様のご承認
を条件に、現行プランの内容を改定したうえ、買収防衛策を継続して導入する
ことを決定しております。改定後の買収防衛策については、招集ご通知添付の
参考書類７頁～28頁をご参照ください。
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連 結 注 記 表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）連結の範囲に関する事項
①連結子会社の状況
・連結子会社の数……………………46社
・主要な連結子会社の名称…………グローリープロダクツ株式会社

グローリーナスカ株式会社
北海道グローリー株式会社
GLORY（U.S.A.）INC.
GLORY Europe GmbH
光栄電子工業（蘇州）有限公司
Sitrade Italia S.p.A.
Glory Global Solutions Ltd.
Talaris Limited
Talaris Investment (France) S.A.S.
Talaris Inc.

②非連結子会社の状況
・主要な非連結子会社の名称………GLORY Cash Handling Systems (China) Ltd.
・連結の範囲から除いた理由………非連結子会社の総資産、売上高、当期純損益持分見合い額及

び利益剰余金持分見合い額等のそれぞれの合計がいずれも少
額であり、連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないた
め、連結の範囲から除いております。

（2）持分法の適用に関する事項
持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況
・主要な会社等の名称………………GLORY Cash Handling Systems (China) Ltd.
・持分法を適用していない理由……持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の当期純

損益持分見合い額及び利益剰余金持分見合い額等のそれぞれ
の合計がいずれも少額であり、連結計算書類に重要な影響を
及ぼしていないため、持分法の適用範囲から除いておりま
す。

（3）連結の範囲の変更に関する事項
　平成24年７月10日付で、英国Talaris Topco Limited（以下、「タラリス社」）の株式取得を
目的として設立した Glory Global Solutions Ltd.を通して、タラリス社の全発行済株式を取得
し、タラリス社及びその子会社計33社を連結の範囲に含めております。また、非連結子会社であ
ったGlory Global Solutions Ltd.は重要性が増したため、新たに連結範囲に含めております。
なお、上記タラリス社の子会社のうち3社については他の連結子会社との合併により減少してお
ります。

（4）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

会社名 決算日
GLORY Europe GmbH
光栄電子工業（蘇州）有限公司
光栄国際貿易（上海）有限公司
Sitrade Italia S.p.A.
他２社

12月31日※1
12月31日※1
12月31日※1
12月31日※1
12月31日※1

Talaris Brazil Comércio de Máquinas Ltda
他４社

12月31日※2
12月31日※2
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　※1 決算日の差異が３ヶ月以内であるため、連結子会社の決算日現在の計算書類に基づき連
結しております。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要
な調整を行っております。

※2 連結決算日で本決算に準じた仮決算を行った計算書類を基礎としております。
（5）会計処理基準に関する事項
①重要な資産の評価基準及び評価方法
有価証券
・満期保有目的の債券………………償却原価法（定額法）
・その他有価証券
時価のあるもの…………………連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定）

時価のないもの…………………移動平均法による原価法
デリバティブ…………………………時価法
たな卸資産
・製品、仕掛品………………………主として総平均法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法）

・商品、原材料、貯蔵品……………主として移動平均法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法）

②重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産(リース資産を除く)…当社及び国内連結子会社は主として定率法（ただし、平成

10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）
については定額法）を採用しております。
在外連結子会社は主として定額法を採用しております。
（会計方針の変更）
法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４
月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人
税法に基づく減価償却の方法に変更しております。これによ
り、営業利益、経常利益、及び税金等調整前当期純利益はそ
れぞれ102百万円増加しております。

無形固定資産(リース資産を除く)
・自社利用のソフトウェア…………社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
・市場販売目的のソフトウェア……販売見込数量に基づく償却額と残存有効期間（３年以内）に

基づく均等配分額のいずれか大きい額を計上する方法
・顧客関係資産………………………定額法（20年）
・それ以外の無形固定資産…………定額法
リース資産
・所有権移転外ファイナンス･リース
取引に係るリース資産………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採

用しております。
なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権
移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借
取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しておりま
す。
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③重要な引当金の計上基準
貸倒引当金……………………………当社及び国内連結子会社は、債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率等を、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不
能見込額を計上しており、在外連結子会社については、主と
して特定の債権について、その回収可能性を検討した所要見
積額を計上しております。

賞与引当金……………………………従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額基準により計
上しております。

役員賞与引当金………………………役員の賞与の支給に充てるため、支給見込額基準により計上
しております。

債務保証損失引当金…………………債務保証に係る損失に備えるため、保証の履行による個別損
失見込額及び実績率による一般損失見込額を計上しておりま
す。

退職給付引当金………………………従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における
退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、計上しており
ます。
過去勤務債務は、主としてその発生時の従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（15年）による定率法により費用
処理しております。
数理計算上の差異は、主として各連結会計年度の発生時にお
ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）
による定率法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会
計年度から費用処理することにしております。

④重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし
て処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債、収益及び費用は、それぞれの決算日の
直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に計上して
おります。

⑤重要なヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法……………………為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を満たす為

替予約及び通貨スワップについては、振当処理を採用してお
ります。また、特例処理の要件を満たす金利スワップについ
ては特例処理を採用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象……………（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）
為替予約････････････････外貨建金銭債権債務
通貨スワップ････････････外貨建借入金
金利スワップ････････････借入金

ヘッジ方針……………………………将来の為替変動リスク、金利変動リスクをヘッジする目的で
行っております。

ヘッジの有効性評価の方法…………振当処理を行った為替予約及び通貨スワップ、特例処理を行
った金利スワップについては有効性の評価を省略しておりま
す。
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⑥のれんの償却方法及び償却期間
のれんについては、その効果の及ぶ期間を合理的に見積り、当該期間において均等償却を行っ
ております。
⑦その他連結計算書類作成のための重要な事項
消費税等の会計処理…………………消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、

控除対象外消費税及び地方消費税は、当連結会計年度の費用
として処理しております。

連結納税制度の適用…………………連結納税制度を適用しております。
（6）未適用の会計基準等

　平成25年３月31日までに公表されている会計基準等の新設または改定について、当社グルー
プが適用していないものは以下のとおりであります。

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日）及び「退職給付に
関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日）
　（概要）

　数理計算上の差異及び過去勤務費用は、連結貸借対照表の純資産の部において税効果を調整
した上で認識し、積立状況を示す額を負債または資産として計上する方法に改正されました。
また、退職給付見込額の期間帰属方法について、期間定額基準のほか給付算定式基準の適用が
可能となったほか、割引率の算定方法が改正されました。

　（適用予定日）
　平成26年３月期の年度末に係る連結財務諸表から適用します。ただし、退職給付見込額の
期間帰属方法の改正については、平成27年３月期の期首から適用します。なお、当該会計基
準等には経過的な取り扱いが定められているため、過去の期間の財務諸表に対しては遡及適用
しません。

　（当該会計基準等の適用による影響）
　「退職給付に関する会計基準」等の適用により、当社グループの連結財務諸表に重要な影響
を及ぼす見込みです。連結貸借対照表においては、主として数理計算上の差異を発生時に認識
するため純資産が変動する見込みですが、影響額については現時点で評価中であります。

２．表示方法の変更
（連結損益計算書関係）
　前連結会計年度において区分掲記しておりました営業外収益の「保険返戻金」は、当連結会計年
度において重要性が乏しいため、営業外収益の「その他の営業外収益」に含めて表示しております。
なお、当連結会計年度における「保険返戻金」は26百万円であります。

３．連結貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額

（減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております）
76,005百万円

（2）偶発債務
①従業員の銀行借入（住宅資金）に対する保証 51百万円
②当社グループの得意先が抱えるリース債務に対する保証 1,362百万円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数
普 通 株 式 68,638,210株 －株 －株 68,638,210株
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（2）剰余金の配当に関する事項
①配当金支払額
平成24年６月22日開催の第66回定時株主総会において、次のとおり決議しております。
普通株式の配当に関する事項
・配当金の総額 1,445百万円
・１株当たり配当額 22円
・基準日 平成24年３月31日
・効力発生日 平成24年６月25日
平成24年11月５日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。
普通株式の配当に関する事項
・配当金の総額 1,379百万円
・１株当たり配当額 21円
・基準日 平成24年９月30日
・効力発生日 平成24年12月５日

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの
平成25年６月21日開催の第67回定時株主総会において、次の議案が提出されます。
・配当金の総額 1,510百万円
・１株当たり配当額 23円
・基準日 平成25年３月31日
・効力発生日 平成25年６月24日

５．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、事業計画に照らして、必要な資金を借入により調達しております。一時的な
余資は安全性の高い金融資産で運用しております。なお、デリバティブは、為替変動リスクを回
避するために利用しており、投機的な取引は行わないこととしております。
　受取手形及び売掛金にかかる顧客の信用リスクは、社内規程に従い管理を行っております。ま
た、グローバルに事業を展開していることから生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスク
に晒されていますが、社内規程に従い先物為替予約を利用して一部ヘッジしております。
　投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び業務上の関係を有する企業の株式であり、市場
リスクに晒されております。当該リスクに関しては定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し
ております。
支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。
借入金は主に買収に係る資金調達を目的としたものであり、このうち一部は、為替及び金利の
変動リスクに晒されておりますが、デリバティブ取引を利用してヘッジしております。

（2）金融商品の時価等に関する事項
　平成25年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの
差額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額（*1） 時価（*1） 差額

（1）現金及び預金 60,579 60,579 －

（2）受取手形及び売掛金（*2） 44,215 44,205 △9

（3）リース投資資産（*2） 2,512 2,463 △48

（4）有価証券及び投資有価証券 18,584 18,658 74

（5）支払手形及び買掛金 （20,096） （20,096） －
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（6）短期借入金 （35,831） （35,831） －
（7）長期借入金
　 （１年内返済予定を含む） （48,154） （48,288） 134

（8）未払法人税等 （3,023） （3,023） －

（9）リース債務（固定負債） （1,332） （1,290） △41

（10）デリバティブ取引（*3） 4 4 －

（*1）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（*2）個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
（*3）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
（1）現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価
額によっております。

（2）受取手形及び売掛金
これらのうち短期間で決済されるものは、時価は帳簿価額に近似していることから、当該
帳簿価額によっております。また、割賦手形または一年超の手形の時価は、金利スワップ
レートを使用した割引計算による現在価値から貸倒引当金を控除した金額によっておりま
す。

（3）リース投資資産
リース投資資産の時価については、金利スワップレートを使用した割引計算による現在価
値から貸倒引当金を控除した金額によっております。

（4）有価証券及び投資有価証券
これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関から提
示された価格によっております。また、外部より評価価格の入手できない債券について
は、金利スワップレートを使用した割引計算による現在価値によっております。譲渡性預
金等の短期のものについては、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に
よっております。

（5）支払手形及び買掛金、（6）短期借入金、（8）未払法人税等
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価
額によっております。

（7）長期借入金（１年内返済予定を含む）、（9）リース債務（固定負債）
これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規取引を行った場合に想定される利
率で割り引いた金額によっております。ただし、金利スワップの特例処理及び通貨スワッ
プの振当処理を採用している長期借入金については、当該デリバティブと一体として処理
された元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた金額
によっております。また、変動金利による長期借入金は、短期間で市場金利を反映するた
め、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっております。

（10）デリバティブ取引
取引先の金融機関から提示された価格等に基づいて算定しております。ただし、為替予約
の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金と一体として処理されているた
め、その時価は、当該売掛金の時価に含めて記載しております。

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額1,725百万円）は、市場価格がなく時価を把握するこ
とが極めて困難と認められるため、「（4）有価証券及び投資有価証券」に含めておりませ
ん。なお、上記「非上場株式」には、子会社及び関連会社株式1,036百万円を含んでおり
ます。
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６．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 2,537円23銭
（2）１株当たり当期純利益 104円64銭

７．企業結合に関する注記
【取得による企業結合】
（1）企業結合の概要
　 ①被取得企業の名称及びその事業の内容

　被取得企業の名称 Talaris Topco Limited及びその子会社計33社
　事業の内容 貨幣処理機の製造・販売・保守事業

　 ②企業結合を行った主な理由
　英国Talaris Topco Limited及びその子会社計33社が持つ広範な販売・保守網、高度なソリュ
ーション提案力、幅広い顧客層、有能な人的資源等を獲得し、当社グループの海外における事業
展開を加速させるためであります。

　 ③企業結合日
　平成24年７月10日

　 ④企業結合の法的形式
　株式の取得

　 ⑤結合後企業の名称
　結合後の企業名称に変更はありません。

　 ⑥取得した議決権比率
　100％

　 ⑦取得企業を決定するに至った主な根拠
　現金を対価とした株式取得による子会社化によるためであります。

（2）連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間
　 平成24年７月10日から平成25年３月31日まで
（3）被取得企業の取得原価及びその内訳
　 ①取得の対価

　53,295百万円
　 ②取得に直接要した費用（アドバイザリー費用等）

　 773百万円
　 ③取得原価

　54,068百万円
（4）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
　 ①発生したのれんの金額

　60,071百万円
　 ②発生原因

　今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力に関連して発生したものであります。
　 ③償却方法及び償却期間

　19年間にわたる均等償却
（5）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額ならびにその主な内訳
　 流動資産 14,727百万円
　 固定資産 30,166
　 資産合計 44,893
　 流動負債 44,460
　 固定負債 6,436
　 負債合計 50,897
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　なお、取得原価の配分において、のれん以外の無形固定資産に配分された金額は28,308百万
円であり、その主な内訳としては、顧客関係資産25,600百万円（償却期間は20年）であります。

（6）企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計
　 算書に及ぼす影響の概算額及びその算定方法
　 売上高 9,046百万円
　 営業利益 △555
　 経常利益 △785
　 税金等調整前当期純利益 △785
　 当期純利益 △1,012
　 １株当たり当期純利益 △15円41銭
　 （概算額の算定方法）

　企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された売上高及び損益情報と、取
得企業の連結損益計算書における売上高及び損益情報との差額を、影響の概算額としております。
また、当該差額には連結会計年度の開始の日から企業結合日までの期間に相当する顧客関係資産
及びのれん等の償却額が計上されております。
　なお、当該注記は監査証明を受けておりません。

【共通支配下の取引等】
　当社の連結子会社であるグローリーサービス株式会社と非連結子会社であるグローリーＦ＆Ｃ株式
会社は、平成24年４月１日付で合併いたしました。
（1）取引の概要
　 ①結合当事企業の名称及びその事業の内容
　 ・結合当事企業の名称
　 グローリーサービス株式会社、グローリーＦ＆Ｃ株式会社
　 ・事業の内容
　 グローリーサービス株式会社：コインロッカーの販売・保守・オペレーション
　 グローリーＦ＆Ｃ株式会社 ：カードシステム機器、券売機等の販売
　 ②企業結合の法的形式

　グローリーサービス株式会社を存続会社とする吸収合併方式で、グローリーＦ＆Ｃ株式会社は
解散いたしました。

　 ③結合後企業の名称
　グローリーサービス株式会社

　 ④取引の目的等
　 ・合併の目的
　 レジャー市場及び社員食堂市場における事業活動の強化及び効率化
　 ・合併期日
　 平成24年４月１日
　 ・合併比率

合併する２社は、いずれも当社の100％子会社であるため、合併比率の取決めはありません。
（2）実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）及び「企業結合会
計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12
月26日）に基づき、共通支配下の取引として処理しております。

― 18 ―



個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に係る事項
（1）資産の評価基準及び評価方法
①有価証券
満期保有目的の債券……………償却原価法（定額法）
子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法
その他有価証券…………………時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直
入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの
移動平均法による原価法

②デリバティブ等
デリバティブ……………………時価法
③たな卸資産
製品、仕掛品……………………総平均法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法）

商品、原材料、貯蔵品…………移動平均法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法）

（2）固定資産の減価償却の方法
有形固定資産……………………
（リース資産を除く）

定率法
ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設
備を除く）については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ３～50年
機械及び装置 ７年

（会計方針の変更）
法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日
以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基
づく減価償却の方法に変更しております。これにより、営業利
益、経常利益、及び税引前当期純利益はそれぞれ91百万円増
加しております。

無形固定資産……………………
（リース資産を除く）

自社利用のソフトウェア
社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
市場販売目的のソフトウェア
販売見込数量に基づく償却額と残存有効期間（３年以内）に基
づく均等配分額のいずれか大きい額を計上する方法
その他
定額法
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リース資産………………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転
外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係
る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

（3）引当金の計上基準
貸倒引当金………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率等を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金………………………従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額基準により計上し
ております。

役員賞与引当金…………………役員の賞与の支給に充てるため、支給見込額基準により計上して
おります。

退職給付引当金…………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（15年）による定率法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定率法により按
分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することに
しております。

（4）重要なヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法………………為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を充たす為替予

約及び通貨スワップについては、振当処理を採用しております。
また、特例処理の要件を充たす金利スワップについては特例処理
を採用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象………（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）
為替予約････････････････外貨建金銭債権債務
通貨スワップ････････････外貨建借入金
金利スワップ････････････借入金

ヘッジ方針………………………将来の為替変動リスク、金利変動リスクをヘッジする目的で行っ
ております。

ヘッジの有効性評価の方法……振当処理を行った為替予約及び通貨スワップ、特例処理を行った
金利スワップについては有効性の評価を省略しております。

（5）消費税等の会計処理
税抜方式を採用しており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当事業年度の費用として処理
しております。

（6）連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。

２．表示方法の変更
（損益計算書関係）
前事業年度において区分掲記しておりました営業外収益の「保険返戻金」は、当事業年度において
重要性が乏しいため、営業外収益の「その他の営業外収益」に含めて表示しております。なお、当事
業年度における「保険返戻金」は26百万円であります。
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３．貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 55,596百万円
（2）保証債務

従業員の銀行借入（住宅資金）に対する保証 51百万円
（3）関係会社に対する金銭債権債務
①短期金銭債権 14,460百万円
②短期金銭債務 4,052百万円

４．損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高
①売上高 29,944百万円
②仕入高 36,657百万円
③営業取引以外の取引高 3,249百万円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
　自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数
普 通 株 式 2,950,450株 299株 －株 2,950,749株
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加299株は、単元未満株式の買取りによる増加でありま

す。

６．税効果会計に関する注記
（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　繰延税金資産 百万円
　退職給付に係る否認額 1,576
　賞与引当金 1,154
　研究開発費 879
　減価償却限度超過額 465
　投資有価証券評価損 354
　関係会社出資金評価損 356
　その他 1,605
　繰延税金資産小計 6,393
　評価性引当額 △1,211
　繰延税金資産合計 5,181
　繰延税金負債
　その他有価証券評価差額金 △220
　その他 △5
　繰延税金負債合計 △225
　繰延税金資産の純額 4,956
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７．リースにより使用する固定資産に関する注記
　貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器、製造設備等の一部については、所有権移転外フ
ァイナンス・リース契約により使用しております。
（1）取得原価相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

取 得 原 価 相 当 額
（百万円）

減価償却累計額相当額
（百万円）

期 末 残 高 相 当 額
（百万円）

工具、器具及び備品 7 6 0
合 計 7 6 0

（2）未経過リース料期末残高相当額
１年内 0百万円
１年超 －百万円
合 計 0百万円

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
支払リース料 14百万円
減価償却費相当額 12百万円
支払利息相当額 0百万円

（4）減価償却費相当額の算定方法
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（5）利息相当額の算定方法
　リース料総額とリース物件の取得原価相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法に
ついては、利息法によっております。

８．関連当事者との取引に関する注記
　子会社

属 性 会社等の名称
議 決 権 等
の 所 有
（被所有）割合

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科 目 期末残高
（百万円）

子会社 グローリープロ
ダクツ株式会社

所有
直接 100.0％

当社製品の
製造

当社製品の製造
委託等 (注1) 12,268 買掛金及び

未払金 1,038

子会社 グローリー
ナスカ株式会社

所有
直接 100.0％

当社製品の
販売

遊技関連機器の
販売等 (注1) 14,053 売掛金 6,615

子会社 Glory Global
Solutions Ltd.

所有
直接 100.0％

営業上の取引
なし

資金の貸付 (注2) 36,216
関係会社貸付
金及び関係会
社長期貸付金

36,216

利息の受取 1,011 － －

増資の引受 (注3) 53,909 － －

（注1）取引条件及び取引条件の決定方針等
取引価格については、市場価格等を勘案して交渉の上、決定しております。

（注2）Glory Global Solutions Ltd.に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して利率
を合理的に決定しております。

（注3）Glory Global Solutions Ltd.は株主割当増資を行い、当社が引き受けたものであります。

９．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 2,226円61銭
（2）１株当たり当期純利益 113円19銭
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